
　　　貸　　借　　対　　照　　表　

（2025年3月31日現在）

宮崎市松山1丁目1番1号

2025年6月26日 宮交ホールディングス株式会社

(単位：円) (単位：千円)

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

　流 動 資 産 1,998,849 　流 動 負 債 1,630,204

現 金 及 び 預 金 797,123 短 期 借 入 金 1,551,950

未 収 入 金 54,635 未 払 金 40,544

貯 蔵 品 19 未 払 配 当 金 414

前 払 費 用 11,132 未 払 費 用 7,849

短 期 貸 付 金 1,131,950 未 払 法 人 税 等 826

そ の 他 の 流 動 資 産 3,988 未 払 消 費 税 等 14,614

賞 与 引 当 金 14,004

　固 定 資 産 9,637,709 　固 定 負 債 9,111,514

　 有形固定資産 665 長 期 借 入 金 9,111,514

工 具 器 具 及 び 備 品 665

負　債　合　計 10,741,719

　 無形固定資産 6,461 （純資産の部）

ソ フ ト ウ ェ ア 6,461 　株　主　資　本 895,040

資 本 金 10,000

　 投資その他の資産 9,630,581 資 本 剰 余 金 295,458

投 資 有 価 証 券 6,876 資 本 準 備 金 295,458

関 係 会 社 株 式 4,027,607 利 益 剰 余 金 589,717

長 期 貸 付 金 5,595,943 そ の 他 利 益 剰 余 金 589,717

そ の 他 の 投 資 154 繰 越 利 益 剰 余 金 589,717

自 己 株 式 △ 136

　評 価 ・ 換 算 差 額 等 △ 201

その他有価証券評価差額金 △ 201

純 資 産 合 計 894,839

資　　 産　　 合　　 計 11,636,558 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,636,558

宮交ホールディングス株式会社 宮交ホールディングス株式会社



(個別注記表)

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

         子会社株式及び関連会社株式          

　移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの･･･時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に基づき算定）

　市場価格のない株式等･･･移動平均法に基づく原価法

　  (2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品･･･最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっている。

　  (3)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　定率法によっている。

無形固定資産

　定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっている。

　　(4)引当金の計上基準

         賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準による当事業年度末の負担額を計上している。

　　(5)収益の計上基準

         　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)

は以下のとおりである。

　持株会社である当社の収益は、連結子会社からの経営指導料及び受取配当金である。経営指導料は、契約内容に応じた受託業務を実施

した時点で収益を認識している。また、受取配当金については、配当金の効力発生日をもって収益を認識している。

　　(6)消費税等の会計処理

　控除対象外消費税等のうち、固定資産に係るものは取得原価に算入する方法を採用している。

２．貸借対照表に関する注記

　　(1）有形固定資産の減価償却累計額 21,394 千円

　　(2）担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりである。

関 係 会 社 株 式 198,895 千円

上記物件について、短期借入金1,551,950千円、長期借入金9,111,514千円の担保に供している。

　　(3）保証債務

当社は、宮崎交通㈱の㈱宮崎銀行からの借入金248,364千円、㈱宮崎太陽銀行からの借入金87,932千円、㈱商工

組合中央金庫からの借入金46,612千円、㈱宮崎観光ホテルの㈱商工組合中央金庫からの借入金46,748千円及び

青島リゾート㈱の㈱商工組合中央金庫からの借入金56,120千円に対し、連帯保証を行っている。

　 （4）関係会社に対する金銭債権債務 短 期 金 銭 債 権 1,187,913 千円

長 期 金 銭 債 権 5,595,943 千円

短 期 金 銭 債 務 42,313 千円

３．損益計算書に関する注記

　　　　関係会社との取引高 営業取引による取引高

　 営　 業 　収 　益 897,537 千円

 　販売費及び一般管理費 59,112 千円

営業取引以外の取引高 169,240 千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　　　　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

５．税効果会計に関する注記

    繰延税金資産発生の主な原因は、関係会社株式評価損、賞与引当金等であり、繰延税金資産の全額に対して評価性引当

    を行っている。

　発行済株式

普通株式 8,710,966 - - 8,710,966

合　計 8,710,966 - - 8,710,966

　自己株式

普通株式 362 11 - 373

合　計 362 11 - 373

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

増加株式数（株）
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数（株）



６．関連当事者との取引に関する注記

    (1)子会社等



７．1株当たり情報に関する注記
　　 （1）1株当たり純資産額
　　 （2）1株当たり当期純利益 　39 円 36 銭

８．当期純損益金額
当期純利益　　　　342,876千円

９．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

 102 円 73 銭


